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おわりにはじめに
　
本研究の目的
　
日本では一九六〇年代から地域住民の参加するまちづくりが始まり、韓国では一九九〇年代になって日本のまち
づくりと類似したマウルづくりの取り組みが見られるようになった。現在、ソウル市では二〇一二年一月に発表したソウル市政運営計画に基づいて、マウルづくりの活性化のための様々な取り組みが行われてきている。そして同年三月には、 『ソウル特別市マウル共同体づくり支援などに関する条例（以下、ソウル市マウル支援条例） 』を制定し、地域との連携と協力を通 たマウル共同体づくりの推進を図っている。　
本研究の目的は、韓国ソウル市のマウルづくりを対象として、地方政府と地域コミュニティの連携等による持続
可能なマウルづくり 可能性 課題について考察することにある。具体的には、住民主導によるマウルづくりの推進が行われているソウル市西大門区マウル共同体 くりの事例を取り上げ、その推進過程を 入期─形成期─発展期
-
成熟期の四つの段階に区分し、各段階における地方政府と地域コミュニティの役割、及びその関係構造の実態
を分析する。その分析結果を踏まえて 持続可能なマウル に向けた地方政府と地域コミュニティの役割分担のあり方と今後の課題を明らかにし い。　
本論文の構成は以下のとおりである。まず 第一章では、 「コミュニティ」の諸概念の整理を通じて「マウルづ
くり」の言葉が表わ 意味を確認するとともに、行政―住民関係の今日的議論と韓国の 域コミュニティ政策にお
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ける住民‐行政関係の動向について検討する。その後、マウルづくりに関する先行研究をレビューする。第二章では、事例考察のための分析の視角と方法、分析対象の位置づけを示す。そして第三章では、ソウル市西大門区マウル共同体づくり事業の推進実態及びその特徴を考察する。最 に、分析の結果をまとめると共に、本研究の限界を述べる。第一章
　
韓国におけるコミュニティ政策の新たな展開とその動向
第一節
　
マウルづくりの概念と韓国の地域コミュニティ政策の動向
一． 「コミュニティ」と「マウルづくり」　「コミュニティ（
com
m
unity ） 」は日常生活の多様な場面で多義的に捉えられ、使用されている概念である。一般
にコミュニティは、 「
com
m
on 」または「
com
m
unal 」と「
unity 」の合成語である（チョンジウンほか、二〇〇〇） 。
コミュニティという言葉には色々な意味があるが、地域におけるコミュニティという意味では、なんらかの生活上の協働関係を有する地域社会 おける人々の集合体と考えることができる。すなわち、ヒトは一人だけでいきることはできず、他の人
々
と協力し、支え合ってはじめて暮らしていくことができる。こうした人間関係には、家庭、
労働の場、趣味の場などいろ ろな関係があ が、とくに身近な生活の場で生じ さまざまな問題を解決したり、互いに支え合う関係が重要にな 。これが である。その意味では、コミュニティは、共同性と地域性
二六八
という二つの要素をもった人々の集まりと考えられる。　
日本ではコミュニティを地域コミュニティと同義で使うことが多いが、一般に地域コミュニティであるエリア型
コミュニティと、ＮＰＯなどの市民活動を指すテーマ型コミュニティに分けられる。本稿では、前者のエリア型コミュニティという意味で コミュニティを指している。　
一方、韓国においてコミュニティは、 「マウル」や「ドンネ」と呼ばれ、一般的に行政区域の最小区画である
「邑」 「面」 「洞」 「里」
）（
（
を指しているが、その規模や性格は論者や地域によって異なる。
　
例えば、パク（二〇一二）は、マウルを一地域に集って一緒にコミュニティをつくりながらお互い 助け合って
生きていく暮らしの基盤であり、地域共同体であり、共通の問題を一緒に解決していく人たちが集まっている地域や住民自治共同体であると定義した。 「ソウル市マウル支援条例」第二条は、 「マウル」を「住民が日常生活を営む、経済・文化・環境などを共有する空間的・社会的範囲」と規定している。　
その意味で、 「マウルづくり」は、街路や公園、建物といった単なる空間づくりにかかわる創造活動だけではな
く、市民やＮＰＯなどのマウルづくりの担い手による街並みの保存や再生、コミュニティ・ボランティア活動などを含めた総合的・複合的な行為によって初めて実現され ものである 言えよう。二．韓国の地域コミュニティ政策における自治体‐住民関係の変遷　
変遷する地域行政に対する、次の辻山
( 二〇〇六
) の現状認識が示しているように、住民を統治するガバメント
という観点から、住民が自ら統治するガバナンスへの移行が求められている今日、住民参加や協働を推進すること
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は重要である。　「人間は一人では生きていけない。だから個人で解決できないことは協力して乗り越えてきた。そこに地域運営の仕組みがつくられ、公共性の実現を担った。…ところが、近年統一国家のもとで、往民たちの自治は中央集権的な行政システムに組み込まれ、協力・共同事業は政府部門の手に移っていった。公共性が政府部門によって取り仕切られる時代が続いた。地方分権改革は、政府部門が担ってきた公共サービスがそ 効用を低下させて人々の満足を得られ くなったことを背景に実行に移された。そしてそれは、変化する社会のニーズに的確に対応するために、市民との「協働」が欠かせないという認識を導き出すに至る。 」 （辻山、二〇〇六
: 三）
　
韓国の地域コミュニティ政策においても同様の傾向がみられる。以下では、とりわけ一九七〇年代から始まった
中央政府主導の「セマウル運動
）（
（
」と、一九九〇年代から始まった住民の参加と協働による「マウルづくり」を中心
に、韓国における地域コミュニティ政策の動向を検討する。　
まず、一九七〇年から一九七九年まで朴正熙政府によって主導された「セマウル運動」は、政府主導で農村を変
えるための「チャルサラボセ（暮 しをよくしよう） 」運動であ が、次第に自助、協働、自立を強調する全国民の意識改革運動へと発展した。主な活動として、清掃や町の信用金庫（日本の場合、第二地方銀行）への貯蓄奨励、班常会
）（
（
の開催などに取り組んだ。その後、一九八〇年一二月のセマウル運動中央会の発足を契機に、セマウル運動
は政府主導から民間組織主導に変わった。　
しかし、一九八〇年代に入り、首都圏の新都市を中心に、大規模なマンションが建設 ると、次第に地域コミ
ュニティ 崩壊した。一九九〇年代に入ると、フェンスの取り外し運動
）（
（
、マウルの図書館づくりなど、地域に密着
した官民協働による地域コミュニティづくりへ 展開していった。
二七〇
　
二〇〇〇年以後になると、 「運動論」として展開されていたマウルづくりは地方政府の「政策」や「事業」の形
で現れるようになり、住民の定住意識や共同体意識が高まるにつれ、全国の自治体において多様な方式によるマウルづくり事業が推進されるようになった。　
特に、コミュニティに高い関心を持っていた朴元淳が第三五代ソウル市長に就任した後、ソウル市は、二〇一二
年三月一五日にマウル共同体づくり事業を支援するためのソウル市マウル支援条例を制定・公布した。マウル共同体づくり事業の特徴は、住民提案事業などが示すように、住民の実質的な参加を誘導するための仕組みづくりなどを取り入れている点にある。　
また、典型的な政府主導型の「セマウル運動」が、地域コミュニティの自発的な参加と協働 よる「マウルづく
り」へと変わ つつあるのは、地方自治の発展や地方分権 進展、ガバナンスの強化という時代的流れの反映とも言える。特に「マウルづくり」 既存の地域社会開発 式とは異なって そ 推進過程において地域コミュニティの参加と協働を強調するボトムアップ型であるという点が特徴的である。　
しかし、マウルづくりは行政、専門家、特定 地域住民組織の役割にその比重が置かれているのが実態である。
そのため、該当地域住民 よる実質的な参加 限定的で、行政主導型の意思決定構造 より住民 意思の反映や関与を求める地域住民との対立が生じている例も少なくない しかし、マウルづくりは、地域コミュニティなど、政府以外のアクターが積極的に公共性 担ってい べきもので、住民が自分の力だけで 解決できないときに、初めて行政の力 借り というこ が重要であろう。その際、指揮・命令という縦 関係ではなく 水平的なネットワークによる交渉や調整が重要になる（宇野二〇一五） 。　
そこで、本稿では、住民主導型の地域コミュニティ政策の一事例として、ソウル市西大門区におけるマウル共同
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体づくり事業を取り上げ、その推進背景や推進体制、及びその推進過程における推進主体の役割分担の現状と行政‐住民関係の実態について分析整理し、その結果を踏まえて、今後の持続可能な地域コミュニティ開発へ 示唆を引き出すことを試みたい。第二節
　
マウルづくりに関する先行研究
　
韓国のマウルづくり関連の先行研究では、定量的研究ではなく、定性的研究が主流を成している。それは、定量
的研究では推進主体の役割やその変遷構造を把握することができないためだと思われる。本研究も定性的研究の試みである。　
定性的研究では、一般にマウルづくりをその推進主体を中心に類型化を図るとともに、推進 体の役割、及び推
進成果について論じるものが多い。　
まず、韓国におけるマウルづくりの類型化を図った既往研究（ギムほか、二〇〇七
; ムン、二〇一二）を見ると、
大きく行政主導型、市民団体主導型、専門家主導型、住民主導型に分類しており、近年、その推進方式においては行政主導型から住民主導型にパラダイム変化が見られている いう。行政主導型は行政がマウルづくり政策の企画・立案の全過程を し 住 がその事業に参加するタイプである。これに対 市民団体主導型は、ＮＰＯ等の市民団体が し、既存の地域 組織と共にマウルづくりを展開す タイプである。また 専門家主導型は行政と住民との間で専門家がその専門的知見の提供や専門家派遣・人材育成等の役割を担いながら、住民の意見を反映していくタイプである。最後に、住民主導型は当該地域住民がマウルづくりを積極的 するタイプであるが、
二七二
更にこれは住民自らの力で行なわれるタイプと行政や専門家の支援によるタイプとに分けられる。　
また、マウルづくりの推進主体としては、主に地方政府、市民団体、民間専門家、当該地域住民が挙げられる
（ジョン、一九九九
; イジェジュン、二〇〇四
; ジョン、二〇〇八） 。ところが、近年、マウルづくり支援センター
などの中間支援組織の役割が強調されつつあり、中間支援組織の役割と機能に着目した研究も見られる（ファン、二〇〇七
; コ、二〇一四） 。
　
推進主体のそれぞれの役割を見ると、住民の役割としては、マウルの現況把握、地域問題の発掘及び争点化、住
民意見の収斂、マウル共同体事業への参加が挙げられる（イ 二〇〇六
; シンほか、二〇一〇
; イ、二〇一二
; コ、
二〇一四） 。専門家の役割では新しい情報提供、住民の力量強化に向けた支援、計画に対する諮問、支援体系の構築、研究及び人材育成の支援、運営方法の支援、モニタリングなどが挙げられる。中間支援組織 役割は、地域活動のコーディネーターとして事業間の調整、情報 活動 担い手の専門的支援がある。行政の役割で 推進計画の策定 モデル事業 推進 体系の構築、財政的・技術的支援 ある。図表１は、ソウル市で行われているマウル共同体づくりの推進主体とそれぞれの役割についてまとめたものである。　
さらに既存の研究では、マウルづくりの推進過程を三
-
四段階に分けて、段階別の推進実態について検討を行っ
ている。　
具体的に見ると、キムほか（二〇〇八）では、マウルづくりを「準備
-
初期
-
発展」の三段階に分類している。
準備段階では、主にマウルづくりの中心的な役割を担っている 行政であって、住民の参加は限定的となる。初期段階では、市民団体の参加や専門家 役割が重視されており、住民 参加が漸進 に拡大していく段階である。発展段階では、受動的な参加から実質的な参加へと住民参加の性格が変化していく。
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図表1　ソウル市のマウル共同体づくり事業の推進主体とその役割
区分 主体別 役割
行政
ソウル市マウル担当官室、
自治区マウルづくり支援チーム
マウル共同体政策を確立、関連事業の支援及び管
理
議会
ソウル市議会、自治区議会 条例制定、予算配分、マウル共同体ネットワーキ
ング支援など
官民協議組織
ソウル市マウル共同体委員会、
自治区マウル共同体委員会
・職員、市議会議員、民間委員など、二〇名以内
・マウル共同体づくり基本計画や実施計画の樹立、
行政支援など
中間支援組織
ソウルマウル共同体支援セン
ター
地域のニ一ズや事例の把握、住民提案事業の受付、
官民協働及びマウル活動の促進、マウル活動家の
発掘及び育成、マウルづくりに対するコンサルテ
ィングなど
マウルネットワーク ・支援センターがない自治区に対する中間支援グ
ループ
・自治区ごとに形成されたマウル活動家と住民間
のネットワーク
社会的経済センター マウル共同体の経済的・社会的支援のためのネッ
トワーキング結成の支援、人材の発掘及び育成
住民 当該地域住民と一般住民 三名以上で、マウル共同体事業への参加、マウル
の現況や共通の地域問題の発掘、住民意見の収劔
注：ソウル市マウル共同体支援センター（二〇一三年）より再構成
　
釜山市金井区の金井山城マウルづくりの推
進実態を分析したヤン（二〇一〇）は、マウルづくりの推進過程を「企画
-
構想
-
実行
-
維持」の四段階に 類 ている。企画段階は、マウルづくり事業への応募準備や関係住民組織間の接触が行なわれる段階である。特に、企画委員会における専門家 役割が重視される。構想段階では、企画段階で作られた事業案をめぐる推進委員会と住民との間に対立見られるが、住民の意見を取り入れた事業案が採択さ 。実行段階では、行政と住民との間で事業に関す 協議が行われる ともに、行政と住民の協働によ マウルづくりが われる。維持段階は、住民がマウルづくりにおいて主体的な役割を演じており、地域住民による自主的・自立的運営がみ 段階である。　
シンほか（二〇一〇）は、四つのマウルづ
二七四
くり事例を取り上げ、その推進過程を「準備と構想
-
実践
-
評価」の三段階に分類した後、主体間の関係構図の変
化に焦点を当てて分析を行っている（図表
2） 。マウルづくりの初期の段階では、主に行政、専門家、特定の地域
団体が主導している場合が多い。しかし、次第に住民がマウルづくりの中心的な担い手になっていく。この変化の要因としては、住民協議体の構成 担当行政窓口の開設、主体間の定期的な話し合いの場の設定、マウルづくりのマスタープラン策定、専門家の支援とメンタリング、マウルづくり活動の拡大 どが挙げられる。　
イギュソンほか（二〇一二）は、マウルづくりを「導入
-
形成
-
発展」の三段階に分類している。導入期は、行
政が中心的な役割を担っているが、住民 参加が部分的に行われている。形成期は、参加主体が拡大される時期である。行政と住民に限定され た関係が専門家 議会議員まで拡大され 発展 マウルづくりコーディネーター及びＮＰＯの役割が重視されており 行政 役割 縮小していく段階である。コーディネーター及びＮＰＯは住民、行政、専門機関を連結する役割を担う。　
このように、既存の研究では、マウルづくりの初期段階において行政主導で行われる場合が多いが、マウルづく
りの全過程において住民 主導していくタイプに変化していくことが望ましいとされる。そしてそれを実現するために、行政、市民団体、専門家など 多様な主体の参加（キムほか、二〇〇八）や、住民協議会の構成、担当行政窓口の開設、主体間の定期的な話し合い 場の設 、教育及び財政的支援などの制度 基盤の整備（シンほか、二〇一〇）が求められるとして る。
二七五
地方政府と地域コミュニティの協働によるマウルづくり

（都法五十六
-
二）
第二章
　
分析枠組みの設定
第一節
　
分析視点
　
本研究の目的は、地方政府と地域コミュニティの協働という視点から、ソウル市西大門区マウル共同体づくりに
おける推進主体の役割分担及びその実態や特徴について考察することにある。　
マウル共同体づくり事業はソウル市が主導する事業であるが、その推進過程は住民に最も身近な政府である自治
区をはじめ専門家、住民団体などマウルづくりにかかわる多様な主体が相互連携（参加と協働）しながら、一連の段階を経て進行す 動態的な過程であるといえる。　
そこで以下では、第一章で見た先行研究を踏まえ、マウルづくりの段階を「導入
-
形成
-
発展
-
成熟」の四つの
段階に分類し、各段階における推進主体の役割とその関係の変化を考察するため本研究の分析視点を示したい（図表２） 。各段階別の特性を見ると、導入段階は、住民が地域 多様なニーズや課題を見出す、マウル共同体の形成とネットワークの中心にいる地域リーダーが登場する時期である。形成段階は、様々 市民団体や地域住民組織がマウルづくりに加わるとともに、新たな地域のニーズに対応するため 組織が新た 設けられるなど、 の課題を解決するための多様な手法や実践が試みられ 時期である。しかし、行政がマウルづくりの中心に置かれており、行政による財政的、技術的支援が中心となる。発展段階では、地域の問題を解決するための様々な事業を進めていく中で、推進主体間の対立や協力が見られる。ま 、行政と住民が協働 、住民の主導的な役割が見られる。成熟
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図表2　各段階別の特性
図表3　ヒアリング調査
期間 二〇一三年一一月一三日～二〇一三年一一月二五日（計六回、二八名）
対象
西大門区の職員
一名、一回
西大門区の住民自治局自治行政課
マウル共同体支援ヂームの職員一名
西大門区の議会議員
一名、一回
西大門区議員一名
西大門区マウル共同体
ネットワーク等
六名、三回
─西大門マウルネットワーク所属の一名
─西大門マウルネット所属の一名
─西大門の社会的経済ハーモニーセンター所属の四名
西大門区住民
二〇名、一回
─場所 : 西大門区コブッゴール・マウルバン
─参加者 : 西大門区ゴブクゴルマウルの住民たち
─まつり等への参加と観察
・住民が地域のニーズや課題を見出す。
・地域リーダーが登場する
・住民組織が形成され、地域課題を解決するため様々な手法が模索される
　（例えば、ネットワークの形成）。
・行政の財政的・技術的な支援が行われる。
・推進主体間の対立も現れるが、
・行政と住民が協働し、住民の主導的な役割が見られる。
・住民による自主管理及び自律運営が見られる。
・住民主導によるマウルづくりが安定期に入る。
地方政府 協働 地域コミュニティ
導入期
形成期
発展期
成熟期
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段階では、これらすべての過程を経て、住民による自主管理及び自立運営が見られるなど、住民主導のマウルづくりが安定期に入ると共に、さらなる発展がうかがわれ 段階である。第二節
　
分析方法
　
本研究はヒアリング調査と参与観察により行われた。ヒアリングは、ソウル市西大門区マウル共同体づくり事業
に参加した住民、地域の活動にかかわっている地域団体、区議会議員、区職員などを対象に二〇一三年一一月一三日から一一月二五日にかけて行われた（図表
3） 。特に、住民のヒアリング調査は西大門区コブッゴールマウル共
同体が位置した南加佐洞と北加佐洞を中心として行われた。その際、スノウボールサンプリング（
Snow
ballSam
-
pling ）方式を採った。これは、先に選ばれた回答者に対して、次の回答者を紹介してもらう調査対象者の抽出法
である。ある人 始まって、雪だるま式に調査対象者を増やしていく方式である。第三節
　
研究対象の位置づけ
　
本研究では、以下の理由から、ソウル市西大門区におけるマウル共同体づくり事例を取り上げる。
　
第一に、マウル共同体づくりはソウル市が主導する事業であ が、地域密着型という特性から住民に最も身近な
基礎的自治体である自治区を観察単位とするのが適切であると判断した。　
第二に、ソウル市には成美山マウルづくり
）（
（
や北村韓屋マウル
）（
（
など、住民主導型のマウルづくりの可能性を示唆し
二七八
ている先進的な事例が数例既に存在しているが、それらは政策としてマウルづくり事業が実施される前から地域が独自に必要な資源を動員するなど、住民主導で推進された活動である。したがって、本研究の問題関心である、マウルづくりにおける行政と住民の役割分担のあり方を把握することは困難である。しかし、西大門区マウルづくりの事例は、その推進過程において行政からの支援と連携の下 地域住民の参加と協働によるボトムアップ型の地域開発事業の典型的な事例である。　
第三に、西大門区は他の地域と比べて、ソウル市マウルづくり事業が本格的に始まる前から住民によるネットワ
ークが形成されており 地域活動に主導的に係わっているマウル活動家 多く住んでいた。たとえば、当時西大門区をはじめ自治区には中間支援組織が存在して なかったが 同地域にはすでに住民によるネットワークであ「マウルネットワーク」が自発的に組織されて活発な活動が行われていた。また、二〇一二年に実施されたソウル市のマウル共同体活動に関する基礎調査 よると、西大門区には四つ 共同体があり、初歩的な活動が行われている共同体も含めると、計一一 マウル共同体が活動していることが かった。二〇一一年 は、行政安全部（現行政自治部）が主催する青年マウル企
業
）（
（
公募事業に選定されてオープンしたカフェや、生態農業教育を行う農
園など、社会的・経済的な基盤となるマウル企業が多く している。例えば、二〇一三年一 月現在、西大門区は五つのマウル共同体づくり事業と八つの住民提案型事業が選定されており、二〇一三年 二月までに計 三の事業においてソウル市から計四〇〇〇万ウォン 支援を受けていた。　
第四に、西大門区が置かれている地域的特性である。西大門区は都心と外郭をつなぐ西北圏交通の中心に位置し
ており、延世大学校や梨花女子大学などの八つの大学が密集している地域である。 の総人口は二〇一三年一二月末現在、三一四、一一〇人で、高齢者人口は四三、五二九人（全人口の約一四％）である。 面積 七・
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六〇㎢、そのうち住居地域が一五・三五㎢（総面積対比八七・二％）と典型的な住居地域であって、古い住宅やマンションが多い。一部の地域を除けば、公的なインフラが不足していた。したがって、マウル共同体づくりを通じたイ フラの整備に対する 民のニーズが高いと考えられる。第三章
　
事例研究
第一節
　
ソウル市のマウル共同体づくり政策の概要
　
過去五〇年間、急速な成長を経験したソウルは大規模なマンションの建設や人口集中などの都市化や少子高齢化
により、伝統的な地域共同体の崩壊や地域とのつながりの希薄化など様々な地域社会問題に直面することになっ 。このような問題を解決するために、ソウル市は地域単位で都市計画 樹立を計画し、一九九九年、住民の参加と協働によるマウル共同体づくりを目指した北村韓屋づくりを推進した。しかし、当時のまちづくりは住居環境改善、施設改善など、主にハード 側面に重点が置かれていた。　
ところが、韓国の代表な市民運動団体である「参与連帯
）（
（
」の創設者である、朴元淳が第三五代ソウル市長に就任
した後、ソウル市は、二〇一二年一月、マウル共同体づくりを推進するためにマウル共同体担当官を新設すると共に、二〇一二年三月 条例を制定及び公布し、この条例 基づき、マウル共同体支援事業における官と民をつなぐかけ橋の役割を担うマウル共同体総合支援センターを設立した。　
二〇一三年には、マウル共同体が自主的 活動を行うための実質的な支援システムを構築すると共に、マウル共
二八〇
同体関連公募事業活性化のため共同体間のネットワーク化を図った。　
二〇一二年から二〇一四年にかけては、年度別投資計画と二〇二〇年までの長期投資計画を作成した。その予算
を見ると、二〇一二年には七二〇億ウォン、二〇一三年には一九八億ウォン、二〇一四年には一五六億ウォンとなっている。　
支援事業は、大きく予算支援事業、間接支援事業（教育、相談、コンサルティング）に分けられる。予算支援事
業は、公募と審査を通じて選定された地域に予算を支援するも で、マウル共同体づくりプロジェクト、ドルボム（＝世話や手助け等の意味）事業、経済・文化事業、住宅コミュニティ事業、住民提案事業に分けられる。さらに、ドルボム事業には、父母コミュニティ、共同育児、多文化事業などがある。経済事業には、商店街を中心としたマウル共同体づくり事業がある。文化事業には、マウルメディア・芸術創作所事業がある。住宅コミュニティ事業は、エネルギー自発のためのマウル事業、安全マウル事業、共同住宅マ ル事業などに分けられる。住民提案事業は、マウル共同体づくり活動へ 支援、空間づくり、マウル生態系組成など、さまざまな領域において 民が提案することができる。　
ソウル市マウル共同体づくり事業は、ソウル市に住むか、生活圏域（ソウル市に職場や学校などがあり、ソウル
市で日常生活をする場合）である住民三名以上の申請があれば、誰でも事業主体になることが可能である。外国人登録証を持っている外国人も申請が可能である。住民が必要ならいつでも提案できるように年中常時で受付・審査するのが特徴である。予算は一年の単位で支援して、一年以上の事業の場合は、前年度の事業成果を評価して継続的に支援するかどうかを決定 。予算が配分される支援に限定されず、事前相談とコンサルティングなど、住民のニーズに応じて段階的な支援システムを構築している点で既存 マウルづくり事業とは異なっている。
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ソウル市マウル共同体づくり事業は条例制定、担当部署と支援センターの設置、住民教育、プログラム策定、事業費支援など総合的かつ具 的な執行システムが構築されている。第二節
　
推進主体及びその関係
　
表図４は、ソウル市におけるマウル共同体づくり事業に関わる主体と主体間の関係を表したものである。主な推
進主体には、行政、議会、市民団体、地域コミュニティ、中間支援組織であるソウル市マウル総合支援センターなどがある。一．行政①ソウル市のマウル共同体担当官　
ソウル市は二〇一二年一月、市長直属の「ソウル革新企画官」を置き、その下にマウル共同体づくりの関連事業
を担当するマ 共同体担当官を新設した。マウル共同体担当官は マウル共同体関連の施行計画と主要業務計画、総合支援センターの運営支援、予算及び会計、部署別マウル共同体支援事業の総括、区議会との業務協力など、マウル共同体関連事業を総括している。現在、七名の公務員がマウル共同体関連 務を担当している。
二八二
図表4　マウル共同体づくりの推進主体とその関係
中間支援
ソウル市マウル
総合支媛
センター
ソウル市
マウル共同体
担当官
西大門区
マウル共同体
支援チーム
希望
ネット
ワーク
西大門
サラム
スップ女性
リー ダー
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②西大門区の住民自治局・自治行政課のマウル共同体支援チーム　
マウル共同体支援チームは、マウル共同体づくり運営委員会の構成、官民ネットワークの推進、公募事業支援、
ワークショップ開催、広報などの業務を担当している。現在、チーム長を含め職員三名がマウル共同体関連業務を担当している。二．議会　
ソウル市議会や区議会は、 づくり関連条例の制定、予算審議、議員の人的ネットワークを通じたマ
ウル共同体ネットワーキングの支援などを担った。二〇一〇年以後、マウル共同体づくりが活性化していくにつれ、マウルづくり事業は政治的論争の対象と り、政党間、議員間 激しい対立の様子も見られるようになった。特 、西大門区の場合、世論収斂の不足や特定団体に対する支援集中 を危惧していた議員たちの条例案反対により議員発議の条例案は否決された。しかし、そ 後の二〇一二年一〇月一〇日、区長の発議による西大門区マウル共同体づくり支援などに関する条例が議会で可決されることになった。三．官民協議体①マウル共同体委員会　
ソウル市マウル支援条例第三章（第一四条～第二一条）は、マウル共同体づくり政策及び事業を審議するための
二八四
マウル共同体委員会の設立を明文化している。マウル共同体委員会は自治体の首長と民間人が共同代表を務める組織である。　
西大門区マウル共同体委員会は副区長と関連分野の教授が共同委員長を務めており、委員は区職員二名、区議員
二名、地域活動家五名、住民五名、専門家五名で構成されている。同委員会は、マウル共同体事業の最上位の意思決定機関として、年度別事業構想など事業全般に関する諮問しなければならないとされる。しかし、他 委員会と同様に制限的な役割に止まっている。四．中間支援組織①ソウル市マウル総合支援センター（広域レベル）　
ソウル市マウル支援条例第二二条に基づいて設置された、マウル共同体総合支援センターは、地域のニーズや事
例の把握、住民提案事業の受付、官民協働及びマウル活動の促進、マウル活動家の発掘及び育成、マウルづくりに対するコンサルティングなどを する組織である。なお、マウル支援条例第二四条、第二五条、第二六条に基づき、ソウル市は住民の自発的 参加と創意性、運営の独立性と自律性の確保のために、総合支援センターの業務を民間機関（法人又 団体）に委託し、それを財政的に支援している。②西大門区マウルネットワーク（基礎レベル）　
非営利団体である西大門マウルネットワークは、後述するように、女性、子ども、青少年、マウル事業支援など
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の一四分科会から成っており、地域祭、上映会、ワークショップの開催、地域リーダーの発掘、住民団体間のネットワーク形成支援、マウル事業教育などを行っている。地域団体間のネットワーク組織であった西大門区マウルネットワークは、ソウル市の支援 として中間支援団体のような役割を担うようになる。③西大門区ハーモニー社会的経済センター　
社会的経済センターは西大門区内の社会的企業、マウル企業、協同組合など社会経済共同体のネットワーキング、
及び人材の発掘及び育成などを担っている。五．地域コミュニティ　
西大門区地域には、西大門サラムスップ（ 「サラムスップ」は人の森という意味） 、西大門女性リーダー、西大門
モッコリネットワーク（ 「モッコリ」は食べ物という意味）など、様々な住民間のネットワークが形成されている。その中には、マウル共同体づくりの中心的な役割を担っている、区内で最も規模の大きい「西大門マウルネットワーク」がある。これは西大門の草の根自治に関心のある住民たちのネットワークであった西大門希望ネットワークが行政の支援を受けてより発展したも である。
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第三節
　
段階別に見たソウル市西大門区マウル共同体づくり事業の推進過程
　
以下では、マウル共同体づくりを「導入期
-
形成期
-
発展期
-
成熟期」の四段階に区分し、その推進過程の現状
及びその特徴について考察したい。一．導入期　
導入期は、住民ネットワークが形成され始めた二〇一一年からソウル市がマウル共同体づくり事業に取り組み始
めた二〇一二年までの段階で、地域課題の争点化、マウル共同体の形成、地域リーダーの登場などが見られる。ちなみに、西大門区地域は、マウル共同体づくり事業が本格化する前からマウル共同体づくりに関する住民の意識が高かったところである。①リーダーを中心し マウル共同体づくり　
導入期にはマウルづくりに関心のあるリーダーの活動が大きな役割を果 した。マウルのリーダーは、マウル共
同体の形成とネットワークの中心的な役割を担っている人々で、彼らの専門的な能力をもって地域の問題について住民の代表として行政と協議し、調整の役割を担っていた。リーダーの存在はマウル共同体の形成に大きな影響を与えている。　
リーダーたちの多くはマウル共同体 活動を行う前から様
々
な住民自治活動にかかわっていた人
々
である。
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その構成を見ると、主に三〇
-
五〇代の主婦がこれまでの経験を生かしながら、共同育児などのマウル共同体事業
のリーダーとして主体的に活動していた。　
 「マウル共同体事業にかかわる前は、市民団体で活動していた。その時からマウル共同体が必要であると感じていた。子育ての問題も地域社会で一緒に話し合い、その問題を共に解決していく力が必要であることを漠然と感じて 」二〇一三年一一月一五日、マウル活動家Ａから インタビューより
②ネットワーク活動を通じた共同体意識の形成　
地域共同体の形成や地域の公共問題に関心を持つ人々がネットワークを形成したのは二〇一一年頃であった。区
の公式的な行事が終わった後、参加した人々は会合を持ち、地域自治やマウル共同体づくりなどに関わる課題を共有し、ネットワーク活動を通して共同体意識の向上を図った。その過程の中で作られたのが西大門区希望ネットワークである。二．形成期　
形成期は、ソウル市によるマウル共同体づくり関連の政策・事業が開始されると共に、導入期に形成された新
な住民組織による地域共同体づくりや地域問題解決のための様々な方策が模索される時期である。　
また、この時 には、マウル共同体づくり関連業務を担う行政組織の設置や、住民組織による公募事業などへの
二八八
応募・申請などの新たな動きが見られる。①マウル共同体担当組織 構成と支援　
ソウル市は、二〇一二年三月、マウル支援条例を制定し、マウル共同体担当官を新設した。西大門区もマウル共
同体づくり支援条例を制定し、自治行政課内にマウル共同体関連業務を担当するためにチーム長と職員二名からなるマウル共同体 チームを新たに設置し 。そしてマウル共同体づくり運営委員会の構成、官民ネットワーク、公募事業、事業支援及び教育、ワークショップ開催、広報などの業務を担わせている。　
一方、導入期に形成された地域住民組織はネットワークを形成し、自立運営を図っていく。その際、行政の財政
的支援は重要な要素となる。　
 「共同体づくりを進めていく上で、住民団体に対する行政の財政的支援も増えてきて、共同体づくり事業も活発になっていた。
 行政の支援に大きく頼りきってはいけないが、初期段階から自立するまで、なんらかの行政の
支援が必要である つまり 支援がなくても住民自らが自立するまで。しかし、初期段階では、どのように進むべきかが分からず、費用もどのくらいかかるかが分からないので、行政からの支援は重要である。 」二〇一三年一一月一五日、マウル活動家Ａからのインタビューより
②マウルネットワークの形成　
西大門区のマウル担当職員は三名 構成されている。そのため、マウル共同体関連業務のすべてを賄うのは困難
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であった。ところが、ソウル市がマウルづくり事業を開始する前から、地域にはマウルづくり関連の活動を行っていた西大門希望ネットワークなどの諸住民団体があった。そこで、二〇一三年三月、これらの住民団体間のネットワークとして、西大門区マウルネットを形成した。　
マウルネットは、ソウル市のマウル生態系づくり特化事業の一事業として中間支援団体のような役割を担うよう
になる。マウル生態系づくり事業は、マウル共同体づくりを通じて住民の力量を強化するとともに、民間領域の活性化のために、財政及びその活動を支援するためのソウル市の事業である　
自治区にマウル総合支援センターがない場合、マウル生態系づくり特化事業団の支援を受けたマウルネットが行
政のパートナーとしての役割を果たす場合も少なくない。西大門区にはマウル共同体づくりにか わ 中間支援組織がない。西大門区マウルネットワークは地方政府のパ トナー 役割を担っており、力量のあ リーダーの発掘住民組織間 ネッ ワ クの形成、教育など 中間支援組織の役割を担ってい

③コミュニケーション手段の多様化　
マウル共同体づくりに関心のある人々が協力・調整・協働を行うためには相互信頼と交流が必要である。しかし、
それらを行う手段がないため、複数 人
々
が一緒にスマートフォン向けのメッセンジャーである「カカオトーク」
を使って意思疎通を図る ど、 「ポンゲ会（ 「ポンゲ」はい ずまを意味する韓国語で、時間の合う人々同士の即興的な集まりのことをいう） 」がよく開かれた。　
カカオトークチャット ームである西大門マウルバン（ 「バン」は広間という意味）には、二〇一三年一二月現
在、一一二名の人々が参加している。カカオトークは、一つのチャットルームで数十名から数百名が一緒にリアル
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タイムで会話を交わすとともに、写真やメッセージ等を共有することができるバーチャルな空間である。　「西大門マウルバン」では、西大門区住民、マウル活動家、マウルネット、社会的経済センターの幹事、西大門マウル企業の従事者、区議会員などの様々な人々が一日に約一〇〇件以上の会話を交わしている。その内容は、私的な内容からマウルに関する事柄、ネット上では得られないマウルに関する様々な情報を互いに共有しており、これを通してマウル共同体づくりのためのアイデアや企画が生み出される場合もあ 。こうしたコミュニケーションを通じて、マウル関連情報は、特定 人々が独占するのではなく、様々な関係者の間で共有されること なった。　インターネットが可能な環境であれば、どこでも互いに会話が可能であり、迅速に情報を取り交わすことができ
る。このような過程を通して、人々 親しみや相互信頼を得 ように り 自分がコミュニティに属してい ことを認識することができる。三．発展期　
発展期は、地域住民がソウル市のマウル共同体づくり公募事業に応募し、マウル共同体づくりに必要な財政的支
援を受けて、マウル共同体が徐々に拡大し 発展していく段階である。しかし、この段階では担当部署間または住民間の葛藤という否の側面も見られ 。①行政の支援　
発展期は、ソウル市マウル共同体づくり事業が始まってから二年目となり、実質的な支援システムを構築する時
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-
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期であった。地域の団体がソウル市の公募事業に選定されると、ソウル市から事業に必要な予算が区を通して配分される。その際、区長と住民代表が協約を結び、当該団体に予算が配分される。　
二〇一三年一〇月現在、三六のマウル共同体がソウル市の支援公募事業に選定されており、その予算は七億九〇
〇〇万ウォンである。安全マウル事業（二億九〇〇〇万ウォン）や、マウル企業（一億五〇〇〇万ウォン）など、事業として大きなものもあるが、これらを除いた他の事業は一〇〇万ウォンから一〇〇〇万ウォンまで予算が配分された。自治区はこ ら すべての過程においてモニタリングの役割を担っていた。②マウル共同体関連の担当部署間 対立　
ソウル市マウル公募事業に選定されると、マウル共同体事業を総括するマウル共同体チームと協約するのではな
く、それぞれの事業関連部署間の協約となる。例えば ソウル市の父母コミュニティ事業に西大門区の住民らが応募して選定されると、そ は自治区 女性家族課が住民代表と協約 締結して管理しなければならな 。しかし、女性家族課の立場では既存の業務もある中で、マウル共同体関連業務まで加わると、業務過重を感じる場合がある。したがって、マウル共同体担当部署間の協力を引 出すには困難であり、そのための対策を講じなければならない　
 「マウルバス事業も「マウル」の字が入っているため、マウル共同体づくりチームの職員は心臓がドキドキするという。 「マウル」の字が入ると、他の部署の仕事ではなく、マウル共同体事業を総括している、共同体支援チームの仕事となる。このようなことは二五の自治区では一般的なことである。 」二〇一三年一一月一六日、ル活動家Ｂからのインタビューより
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マウル共同体づくりは、都市、環境、文化などの多様な領域の機能を包括している。そのため、関連部署間の連
携や協働が重要となる。しかし、西大門区の事例では、関連部署間の縦割りにより部署間の協力・調整・協働が見られない。　
 「マウル共同体づくりチームは、当然のことながらマウル共同体関連の仕事をする。ところが、他の部署では、既存の業務もありマウル共同体関連業務を一緒にするのは業務過重と感じられやすい。したがって、他の部署から協力を得るのは難しい。 」二〇一三年一一月一八日 西大門区職員Ｄからのインタビューより
③地方政府と地域コミュニティの対立　
マウル共同体づくり事業を進めていく中では、地方政府と住民との間で葛藤が生じている。例えば、西大門父母
協働組合が保育園の設立を推進する際に、区役所内には関連担当部署として女性家族課、社会的経済支援チーム、保育支援チーム、マウル共同体支援チームなどがあったが、担当部署間では縦割り行政がもたらす葛藤、父母協働組合との間ではたらい回しや煩雑な手続きなどをめぐる葛藤 続いていた。しかし、これらの葛藤を通して住民と行政は互い 立場の違いを理解することがで た。　
 「行政も協同組合型保育園を設立するのが初めてだった。そのため、知らないことが多かった。これまでは専門のコンサルティングが作成したものに頼ってきた担当職員たちは、当初、住民が作成した書類を見て理解するこ
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とが難しかった。しかし、住民との対立過程を通して、徐
々
に互いの立場を理解することができた。 」二〇一三
年一一月二一日、西大門父母協働組合員Ｃからのインタンビューより
④住民によるマウルづくり活動の実践と行政の支援　
西大門区南加佐洞の住宅街に位置する二階建ての「コブッゴール・マウルバン（ 「コブッゴール」はカメが多く
生息する谷に由来す 地域名） 」は、二〇一三年のソウル市公募事業に選定されて行政の財政的支援を受け地域住民に開放された公的空間である。そこ マウル共同体づくり関連の様々な行事や子供たちが遊ぶ空間として利用されている。　
マウル共同体事業は、主に主婦が活動の主体 なる場合が多いため、子どもと一緒に参加できる空間の必要性が
住民の間では継続的に提起されていたが、そのための具体的な計画はなかった。その時、西大門区父母協働組合が保育園の開園ために契約してい 場所が行政上の諸問題により契約残金九〇〇〇万ウォンを払わないと頭金一〇〇〇万ウォンが失われると う情報が入っ き 。こ 話を聞いた の人々がテキストメッセージやカカオトークなどを通して助けを求めた結果、四日間で九〇〇〇万ウォンの募金を集めること できた。しかし、周辺にはガソリンスタ ドなどが位置しており保育園として利用するには不適切な場所であったため、行政からの許可を貰うことができ かった。そこで、住民 ちは保育園の代わりに地域住民 ちが集まれる空間 して利用するために、二〇一三年のソ ル市 マウル共同体公募事業に応募 、リモデリングなど ための財政的支援を受けて、コブッゴール・マウルバ が造られることになった。コブッゴール・マウルバンができたことにより様々な地域住民団体が集まることが可能になり、会合や子供たちの世話にも役立ち、マウル共同体づくり 活性化につ が て
二九四
いる。　
 「以前から話し合いの場の必要性を感じていた住民たちは、 「いつか作ってみよう」と考えていた。しかし、そのための具体的な計画はもっていなかった。こうした地域住民のニーズと、行政からの支援が相まって早くもコブッゴール・マウルバンを作ることができた。この空間は、住民間 信頼のもとで作られたもので、その過程では色
々
な問題もあったが、みんなが一緒ならできるという確信があったので可能とあった。 」二〇一三年一一月一
五日、マウル活動家Ａからのインタビューより
⑤既存の住民自治組織とマウル共同体づくり関連団体の協力　
マウル共同体づくり関連事業は、既存の住民自治組織 も協力する姿を見せていた。
　
 「住民自治委員会、職能団体など従来から存在していた地域団体にもマウル共同体関連の広報を継続的に行っていた。大きな対立を経験することなく、多く 住民自治組織 マウル共同体づくり事業に加わっていた。 」二〇一三年一一月一六日、マウル活動家Ｂからのインタビューより
　
婦女会、セマウル運動本部、正しく生き 協会 ど 従来の 民自治組織は、マウル共同体づくり事業が始まる
前から組織されており、行政と密接な関係を持ちながら、地域社会に対して大きな影響力を持っている。彼らは五〇～六〇代で地域に長く居住している人々、彼らはマウルづくりには大きな関心を示さなかった。しかし、地域の
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若年層との交流を深めていく中で、次第にマウル共同体づくりにも協力・参加するようになった。おわりに　
以上、本研究では、韓国ソウル市西大門区のマウル共同体づくり事業を取り上げ、推進主体を中心にその推進実
態を分析した。　
以下、これまでの分析の結果をまとめると、まず、導入期には力量のあるリーダー（特に 主婦）の役割が重要
であり、彼・彼女らを中心に地域住民が集まり、地域のニーズや公共的課題を共有してい なかで、次第に住民の共同体意識も高まっていった。形成期には政策としてソウル市マウル共同体づくり事業が始まり、西大門区でも担当部署が新たに設けられた。ま 、この時期には地域コミュニティに関心のある住民たちが行政の財政的、技術的支援を受けて「マウルネットワーク」が された。その際 住民 間ではカカオトークやＳＮＳなどを活用した活発なコミュニケーションが行われた。発展期には、担当部署間の葛藤 みならず、行政と地域コミュニティの葛藤も生じていたが、むしろそれらの葛藤を通して互いの立場の違いを理解することができた。さらに、地域社会ではマウル共同体と既存の住民自治組織 協力も生まれた。　
これまでの考察からも分かるように、西大門区の事例では、導入期から住民主導によりマウル共同体づくりが進
められた。その背景として考えられるのは ソウル市マウル共同体づくり事業が始まる以前から、西大門区には地域コミュニティに関心のある住民たち 多く住んでおり、これらの人々によるネットワーク活動も活発に行われていたという地域的特性、地域住民たちの関心を引きやすい共通の地域課題（共同保育、防犯など）の存在 挙げら
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れる。もちろん、すべての地域において西大門区と同様に効果を期待することはできない。しかし、行政からの適切な支援と住民の自発的な参加や協力が加わると、より効果的なマウルづくりが期待 ると思われる。　
例えば、西大門区にはマウル共同体づくりにかかわる中間支援組織が存在しないが、住民の自発的なネットワー
クであるマウルネットワークが導入期と形成期においてマウル共 体の形成とその定着に大きな役割を果たしている。それには行政の様々な支援も大き 影響を与えた。すなわち、西大門区マウルネットワーク 力量のあるリーダーの発掘、住民組織間のネットワークの形成、教育などの中間支援組織の役割を担うなど、地方政府のパートナーとして役割を果たしていた。今後、持続的なマウル共同体づくりを実現していく上で、マウルネットワークのような中間支援組織の役割 重要であろう。　
ところが、西大門区マウル共同体づくりは、現在、発展期にあり、成熟期には至っていない。今後、成熟期に進
めていくためには、発展期に現れた担当部署間、または行政―住民間の葛藤など 改善 なければ らない。部署間の葛藤を解消するためには部署間の相互情報交換 連携、協力ができるよう 統合的な支援体系を構築し ければならない。他方、地方政府と地域コミュニティ 葛藤はこれまで 考察から見たように、継続的 相互交流を通して、互い 立場 理解しなければならない。このような過程を通して、地方政府と地域コミュニティは対等なパートナーとして次第に成長し、協働型ガバナンスが機能するための基盤を形成することができると思われる。　
最後に、本研究の問題点と今後のまちづくりの展開を展望することで本稿の締めくくりとしたい。
　
本稿では、ソウル市西大門区のマウル共同体づくりの推進過程及びその実態について考察を行っ 。しかし、そ
れぞれのマウル共同体を取り巻く社会的・経済的・地理的環境は異なるため、西大門区の事例だけからマウル共同体づくりのあり方を直接一般化するには限界があ 。
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これまでのまちづくりは、もっぱら自治体の政策に基づいて都市計画や道路などの建設をもとに行われるハード
な面の充実が基調とされてきた。ところが、近年、住民を主体とし、住民の生活上の価値観に基づくまちづくりが主張されるようになった。そういう意味で、まちづくりは、地域住民の生活に関わるソフトな面を含んだ総合的・住民自治的な取組みである。　
また、地域には、多様な人々が住み、そして多様な問題が横たわっている。そういう意味で、まちづくりは、地
域の問題を解決するだけにとどまらず、 の先に、住民として求める地域イメージ 実現という重要な取組みである。したがって、まちづくりは、住民が行政ととも 地域の課題を解決し、地域条件を生かして、地域の将来像について政策提言を行い得るかどうかが問われている。　
以上のことから、これからのまちづくりは、住民の自主性のもとで、地域の中で培われた文化、歴史、風習、ル
ールはもちろん、地域住民の想いや意思などを、政策 いうかたちにする「地域発」 （大杉、二〇一五：一〇九）で行われるべきであろう。
参考文献︽韓国語︾イソヨン（二〇〇六） 「まちづくりにおける市民団体の役割：ソウル市北村地域を例に」 『空間と社会』二五、九九─一三〇
　
頁
イウンジ・チェヒョンソン（二〇一五） 「都市コミュニティ形成過程の探索…ソウル市西大門区マウル共同体づくりの事例を中
心に」 『国土研究』八四：七五─九四頁
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イジュフン・チェチャンフヮン（二〇一二） 「国内のマウルづくり支援制度の活性化方策に関する研究
: 韓国と日本の制度比較
分析を中心に」 『韓国農村建築学会』 、二九─三六頁
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:
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: 住みたい都市づくりのモデル事業を対象に」 『計画界』大韓建築学会、二九五─三〇六頁
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ソウル市マウル共同体 総合支援センター（二〇一三） 『二〇一三イ フォグラフィックスで見るソウル市マウル共同体総合支
援センターの成果資料集』
ソウル特別市『ソ 特別市マウル共同体づくり支援などに関する条例』 （二〇一二
. 三
. 一五
　
施行）
チョンウォンシク・キムムドゥ・ファ ヒヨン（二〇〇八） 「住民参加のマウルづくり事業における事業主題及び推進主体に関
する分析」 『都市設計』都市設計学会、一三一─一四八頁
. 
チョンジウ ・イムサンボン（二〇〇〇） 『 弱い者に活力を与える二学問）地域社会開発と社会教育』教育科学史パクヒョンチャン（二〇一二） 「マウル共同体の形成のための公共支援の方向」 『建築』大韓建築学、二 ─二八頁ファンヒユ （二〇〇七） 「都市整備参加主体と住民参加支援センターの役割」 『建築』大韓建築学、四八─五一頁ムンジョンファ（二〇一二） 『マウルづくり活性化に向けた地方自治体の役割に関する研究
: 支援体系及び制度改善案を中心に』
安養大学校博士学位論文
ヤンジェヒョク（二〇一〇） 「マウルづくり事業の推進過程に関する定性的評価
: 釜山市山城町を中心に」 『大韓建築学会連合
会論文集』 、四一─四八頁
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︽日本語︾宇野重規（二〇一五） 「ローカル・ガバナンスを問い直す─近代日本の「地方自治」再考
―」 『ローカルからの再出発：日本と
福井のガバナンス』有斐閣
大杉覚（二〇一五） 「自治体政策マネジメントと地域発自治創造」 『人口減少時代の地域づくり読本』公職研辻山幸宣（二〇〇六） 『新しい自治のしくみづくり』きょうせい、三頁日本都市センター（二〇〇四） 『英・独・仏における「近隣政府」と日本の近隣自治』（
1）　「邑」はおよそ人口二万以上から五万以下と言われており、 「面」 「洞」はおよそ人口二千人以上から三万人以下までの規模を指している。 「里
」は二〇〜一〇〇世帯が住んでいる伝統的な村や部落を基礎とする。日本では、一般に自治会・町会、
小学校区、中学校区程度の区域が「近隣」とされる
 （日本都市センター二〇〇四
: 五）が、小学校区はおよそ人口三千人か
ら一万人程度、中学校区はおよそ人口五千人から二万人程度と言われている。
（
2）　「セマウル」の「セ」は「新しい」を意味し、 「マウル」は「村」や「村落」を意味する。
（
3）　
班常会（バンサンフェ）は月に一回行う地域自治会のようなもので、日本の町内会に相当する。
（
4）　
フェンス取 外し運動は、住宅と住宅の間のフェンスを壊し、断絶されていた住民たちが互いにコミュニケーションを
通して地域共同体を作っていく活動である。
（
5）　
成美山 はソウル市麻浦区にあるソウル市の代表的なマウル共同体である。一九九四年、若い共稼ぎ夫婦が集まっ
て共同育児の模索か 作られた成美山マウル共同体が徐々に拡大し、教育（保育園の運営） 、住居、文化などの分野で共同生活をするマウル共同体に発展した。
（
6）　
北村韓屋マウルの事例は、一九九九年、鐘路区韓屋密集地域の住民が韓屋を保存して、韓屋の歴史と文化を保存するた
めに始まった運動である。
（
7）　
マウル企業とは、地域共同体に散在する各種の特化資源（郷土、文化、 然資源など）を活用、地域共同体に基づいた
ビジネス、いわゆるコミュニティ・ビジネスを通じ、安定的な所得及び雇用を創出するマウル単位の企業である。
（
8）　
参与連帯（＝参与民主社会と人権のための市民連帯）は、一九九四年九月に発足した韓国におけるで そ 創始者は朴
元淳である。金大中政権以降、政治における発言権 拡大 きた市民運動団体 中でも有力な団体の一つである。参加
三〇〇
連帯は無分別に施行される再開発及びニュータウン事業の問題を公論化して、再開発及びニュータウン事業に反対する様々な市民運動を展開した。このような運動の影響で、地域開発方式がハードな面における開発から住民が自分で住居環境改善と住居福祉の実現に向け 地域開発方式まで変化した。
